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国土交通省における自動車運送事業者の労働保険の

未加入対策の強化に係る協力について

標記については、平成 21年9月30日付け碁発0930第6号、職発0930第6号「国

土交通省における自動車運送事業者の労働保険の朱加入対策の強化に係る協力につ

いて』により通知されたところであるが、その具体的取扱いについては、下記のとお

りであるので、適切に取り計らわれたい。

なお、平成20年3月31日付け基徴発第 0331006号、職保発第0331003号『国土交

通省における貨物自動車運送事業者の労働保険朱手続事業に対する対策強化に係る

協力について」及び平成20年9月30日付け基徴発第 0930001号、職保発第 0930003

号『国土交通省における一般乗用旅客自動車運送事業者の労働保険来手続事業に対す

る対策強化に係る協力について」は、本通達をもって廃止する。

記

1 事業者に対する労働保険への未加入対策強化の概要

国土交通省における労働保険への未加入対策強化の概要については、以下の

とおりである(別添1、2参照)。

(1) 新規に事業を行う事業者に対して、事業開始時において労働保険への加入が

認められない以下の①から③までのいずれかの状態に該当すると思われる(以

下「労働保険未加入」という。)事業者について、地方運輸局(神戸運輸監理

部及び沖縄総合事務局を含む。)又は運輸支局(兵庫陸連部及び沖縄総合事務

局陸連事務所を含む。以下「地方運輸局等」という。)が行う巡回監査等によ

り、引き続き、労働保険未加入事業者であることを把握した場合には、当該事

業者に行政処分等を実施するものであること。

① 労働保険の保険関係成立に係る手続が行われていない事業(労働保険未手

続事業)



② 雇用保険の被保険者となるべき労働者を雇用しているにもかかわらず、雇

用保険の適用事業所設置届が朱届出である事業(上記①の場合も含む。)

③ 雇用保険の適用事業所設置届が提出されているが、雇用保険の被保険者で

あるべき者について雇用保険の被保険者資格取得が未手続である事業

この行政処分等を行うに当たり、地方運輸局等は事前に労働保険の加入の有

無等の状態について関係労働局に照会して内容確認をするものであること。

(2) 既存の事業者に対して、地方運輸局等が行う巡回監査により、労働保険朱加
入事業者であることを把握した場合には、当該事業者に行政処分等を実施する

ものであること。

この行政処分等を行うに当たり、地方運輸局等は事前に労働保険の加入の有

無等の状態について関係労働局に照会して内容確認をするものであること。

(3) 地方運輸局等による行政処分等が行われた場合には、当該処分結果について

関係労働局に通知がなされるものであること。

2 労働局の対応について

(1) パンフレツト等の配付に関する協力

新規事業者が事業を開始するに当たっては、地方運輸局等から事業許可書の

交付を受ける必要があるが、地方運輸局等においては、事業許可書の交付を行

う際に実施される講習において、労働保険等の加入に関するパンフレツト等を

配付することとしている。

このため、地方運輸局等から労働保険等の加入に関するパンフレツ卜等の配

付要望が行われるので適切に対応することd

(2) 地方運輸局等からの照会への対応

地方運輸局等では、労働保険未加入事業者を把握した場合には、行政処分等

の前提として、照会文書(別添1の別紙3)により、関係労働局に対して、当

該事業者が上記1(1)の①から③までのいずれかに該当するか照会が行われる

ので、照会を受けた労働局においては、次のとおり対応すること。

① 労働保険の保険関係成立手続の有無に係る確認

都道府県労働局総務部(労働保険徴収部)労働保険徴収主務課室(以下「労

働保険徴収主務課室Jという。)は、地方運輸局長(神戸運輸監理部長及び沖縄

総合事務局長を含む。)又Iま運輸支局長(兵庫陸運部長及び沖縄総合事務局

陸運事務所長を含む。以下「地方運輸局長等Jという。)からの照会を受けた

場合には、速やかに、照会対象事業所について、照会文書の確認日欄の年月日

時点における労働保険の保険関係成立手続の有無を確認し、その内容等を調

査票(}jlj紙1)に記載の上、地方運輸局長等からの照会文書に添付し、都道府県

労働局職業安定部雇用保険主管課(以下「雇用保険主管課Jという。)に回付す

ること。

なお、照会のあった事業が労働保険の保険関係成立手続を行っていなかった

場合には、労働保険徴収主務課室において加入手続を行うよう指導を行うこと。

② 雇用保険関係手続の有無に係る確認



雇用保険主管諜は、労働保険徴収主務課室から回付された照会文書の内容

に従って、照会文書の確認日欄の年月日時点における雇用保険の加入状況に

ついて、照会対象事業所を管轄する公共職業安定所を通じ事業所調査を行い、

その内容等を労働保険徴収主務課室から回付された調査票に記載の上、労働

保険徴収主務課室に回付する之と。

なお、照会対象事業所が適切な届出を行っていなかった場合には、当該事業

所を管轄する公共職業安定所において、適切な届出を行うよう指導を行うこと。

また、事業所調査=指導に当たっては、労働保険徴収主務課室と雇用保険主

管課及び公共職業安定所は、必要に応じて連携を図ること。

③地方運輸局等への回答

労働保険徴収主務課室は、回答文書(別紙2)に、雇用保険主管課から回付さ

れた調査票を添付し、地方運輸局長等へ回答すること。

なお、地方運輸局長等への回答は、照会を受理した日から2ヶ月以内に行うこ

{ ととするが、上記期間内の回答が困難であると見込まれるに至った場合には、速

やかに、労働保険徴収主務課室から、地方運輸局長等に連絡すること。

(3) 会議への参加

地方運輸局等が必要に応じて開催するとしている連絡調整のための会識が

実施される際には、労働保険徴収主務課室及び雇用保険主管課の職員は、関係

課室連携の上、適宜協力すること。

3 実施の時期

本通達に基づく対応については、平成21年10月1日から実施すること。
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(]jIJ紙1) 

調査票

1確認日

平成O年O月O日

2 事業所名称、等

~で| |立|
3確認結果

保険の種類 加入状況

労働保険

(r保険関係成立届Jの 有 無

提出の有無)

。(未加入である理由)

未加入
一一・ -ーー『ー一一・・ ・・ー-雇用保険 加入済み

(全部・一部) (朱加入者の氏名)

業該当する加入状況にOを付すこと.

全部朱加入又l立一部来加入で晶る場合には、その理由と未加入者の氏名を記入する己と。

4 特記事項

5 連絡先

(1 )労働保険(r保険関係成立届」提出)関係

担当所属: 労働局 部 課・室

担当者: 電話番号:

(2) 雇用保険関係

担当所属: 労働局 部 課・室

担当者: 電話番号



00運輸局長

00運輸支局長あて

労働保険の未加入状況について(回答)

(見Ij紙2)

第号

平成年月日

00労働局長

平成O年O月OElイ寸け第0000号「一般乗用旅客自動車運送事業者の労働保険の

未加入状況等についてJIこより照会のありました件につきまして、別添調査票のとおり回答

します。



(別添 1 ) 

国自安第 8 1号

国自旅第 142号

国自貨第 8 7号

平成21年9月29日
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自動車交通局長

自動車運送事業者の社会保険等の未加入対策の強化について

自動車運送事業者(以下「事業者」という。)の健康保険及び厚生年金保険(以下

「社会保険Jという。)並びに労働者災害補償保険及び雇用保険(以下『労働保険」

と、「社会保険及び労働保険j を「社会保険等」という。)の未加入状況等の遁報等

については、国土交通省と厚生労働省及び社会保険庁との聞で確認の上、通報制度に

ついては「旅客自動車運送事業者の社会保険等の未加入状況等の通報についてJ(平

成18年2月13日付け園自旅第236号)に基づき、また、行政処分等の実施につ

いては、「貨物自動車運送事業者の社会保険等の未加入対策の強化についてJ(平成

20年3月31日付け国自貨第225号)及び「特定特別監視地域等において試行的

に実施する増車抑制対策等の措置についてJ(平成19年11月20臼付け国自旅第

208号。最終改正平成21年9月29目。)記m-3並びに「一般乗用旅客自動車

運送事業者の社会保険等の未加入対策の強化についてJ(平成20年9月26日付け

国自旅第225号の3)に基づき運用してきたところである。

今般、自動車運送事業の健全な競争環境の整備を図るため、社会保険等の未加入対

策を強化し、これまでの貨物自動車運送事業における対策に加え、旅客自動車運送事

業においても、道路運送法(昭和26年法律第183号。以下「運送法」という。)

に基づく事業の許可に際し、社会保険等の加入を必要な項目として追加し、未加入事

業者に対しては、運送法第40条の規定に基づき、行政処分等を実施することとした。

ついては、平成21年10月1日以降、社会保険等の朱加入については、下記によ

り適切に処理されるとともに、社会保険等関係機関との一層の連携を図り、適正な加

入について実効が上がるよう取り組まれたい。

-本通達については、厚生労働省及び社会保険庁とは別添1及び2のとおり協議済み

であるので申し添える。

なお、「貨物自動車運送事業者の社会保険等の未加入対策の強化についてJ(平成

20年3月31日付lす国自貨第225号)及び「旅客自動車運送事業者の社会保険等

の未加入状況等の通報についてJ(平成18年2月13日付け国自旅第236号)は、

平成21年9F.13013をもって廃止する。



言己

1 .社会保険等未加入に係る関係機関への照会制度について

( 1 )新規許可事業者に対する対応について

① 社会保険等への加入指導

運輸支局(兵庫陸連部及び沖縄総合事務局陸運事務所を含む。以下閉じ。)

において許可書交付の際に行う関係法令遵守のための講習の開催時又は許可

書交付時に諸注意を行う際には、厚生労働省及び社会保険庁で作成した社会

保険等の加入に関するリーフレットを配布するなどにより、加入の徹底を行

うこと。

なお、リーフレツトの必要部数を含めた入手方法については、関係都道府

県労働局又l玄関係地方社会保険事務局と適宜、連絡を行い送付を受けること

(社会保険等関係機関へリーフレツトの入手について依頼する場合は別紙1

を参考とされたい。)。

② 運輸開始届出時の確認

運輸開始届出書を受理する際においては、次のとおり確認を行うこと。

ア r(健康保険個厚生年金保険)新規適用扇(写)J及び「労働保険/保

険関係成立届(写)J (以下「確認書類Jという。)を添付させ、運輸開始

日から社会保険等に適正に加入していることの確認を行う。

イ 運輸開始届出蓄に確認書類の添付がない場合!ま、事業者に対し加入状況

を確認した上で、運輸開始届出書を受理する。

③ 巡回~査等の実施

運輸開始届出蓄を受理する際に確認書類がなく、運輸開始日から社会保険

等への適正な加入が認められない場合lま、巡回監査等を実施すること。

④ 関係機関への照会

地方運輸局長(神戸運輸監理部長及び沖縄総合事務局長を含む。以下同じ。)

又は運輸支局長(以下「地方運輸局長又は運輸支局長Jを「地方運輸局長等」

という。)において、巡回監査等を実施した結果、社会保険等の未加入が確

認された場合には、地方運輸局長等は、次のとおり社会保険等の未加入状況

について照会すること(地方運輸局長が照会する場合には、当該事案を管轄

する運輸支局長を経由して行う。)。

ア 社会保険については、関係地方社会保険事務局長(地方社会保険事務局

保険主管課)に対して、別紙2の様式により行うこと。

イ 労働保険については、関係都道府県労働局長(都道府県労働局総務部(労

働保険徴収部)労働保険徴収主務課室及び職業安定都職業安定主務課)に

対して別紙3の様式により行うこと。

なお、関係機関に対して社会保険等の未加入について照会する場合の様式

の記載よの留意事項は別紙4のとおりである。
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⑤ 行政処分等

地方運輸局長lま、社会保険等関係機関に対して社会保険等の未加入状況に

ついて照会し、未加入である旨の回答を得た場合は、運送法第86条第1項

又は貨物自動車運送事業法(平成元年法律第83号。以下「トラック法j と

いう。)第59条第1I頁違反として、行政処分等の基準に基づき処分等を行

うこと。

(2 )既存事業者に対する対応について

① 貨物自動車運送事業者に係る未加入事業者の把握方法について

ア 未加入事業者の把握

社会保険等への加入が適正になされていない事業者については、地方貨

物自動車運送適正化事業実施機関(以下「地方実施機関Jという。)から

の報告、地方運輸局等における監査等を通じて把握に努めること。

イ 地方実施機関との連携

地方実施機関から的確な報告が行われるよう次の事項について指導する

こと。

a 巡回指導に際しては、社会保険等の加入状況を調査すること。

b 巡回指導に際し、社会保険等への適正な加入がなされていない事業者

を認めた場合には、当該事業者に対して適正な加入を指導し、事後の改

善報告書(社会保険等の適用関係屈の写し等、改善が確認できる書類等

を添付したもの)の提出を求めるなど、改善のための指導を徹底するこ

と。

b 巡回指導に際し、社会保険等への適正な加入がなされていない場合は、

地方実施機関において作成している「巡回指導報告書Jを活用するなど

して、運輸支局へ報告すること。

ウ 地方実施機関の上記報告において、社会保険等へ適正に加入していると

認められない場合は、監査方針に基づき、巡回監査等を実施すること。

② 巡回監査等及び行政処分等

地方運輸局長等において、巡回監査等を実施した結果、社会保険等の未加

入が確認された場合は、運送法第30条第2項違反又はトラック法第25条

第2項違反として、行政処分等の基準に基づき処分等を行うこと。

なお、地方運輸局長において行政処分等を行う場合lま、(1 )④と同様に、

社会保険等関係機関に対し社会保険等の未加入状況について照会し、未加入

であることの回答を得た上で行うこと。

(3)処分結果等についての関係機関への連絡について

地方運輸局長!ま、社会保険等未加入事業者に対して行政処分等を行つ守た場合

は、当該処分結果について、別紙5の様式により、速やかに社会保険等関係機

関に遜知することとする。



2.本省への報告について

上記照会制度及び通報制度の実施状況については、別紙6の様式により、四半期

毎に取りまとめの上、よ半期分は12月末までに、下半期分は6月末までに、全体

については安全政策課、旅客自動車運送事業については旅客課、貨物自動車運送事

業については貨物課あて報告することとされたい。

3 その他

社会保険等の適正加入については、社会保険等関係機関との密接な連携が必要で

あることから、運輸支局においては、必要に応じ、社会保険等関係機関と連絡調整

を図るための会議等を開催する等により、次の事項について、相互に情報を交換す

ることとされたい。

(1)事業者の社会保険等未加入状況

(2 )未加入に対する処分状況

( (3)社会保険等関係機関の指導状況

(4)その他、適正加入の実効を上げるために必要な事項
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平成年月日

00運輸支局長

自動奪還送事業者に対する社会保険等の適正加入に関する指導で使用す

る資料の送付について(依頼)

標記につきまして、下記の関係資料が必要ですので、送付頂きますようお願いしま

す。

『

H
U
--一回一ロ

(労働保険関係)

資料 「労働保険の成立手続はお済みですか。」

(社会保険関係)

資料 未適用事業所用リーフレツト

00冊

00冊



耳目時~2

自動車運送事業従事者の社会保険の未加入状況等の照会について

第
年平成 月

号
日

関係地方社会保険事務局長殿
国土交通省00運輸局長
<00運輸支局長)

標記の件について、下記のとおり確認しましたので、照会します。
なお、貴局については、本紙により回答願います。

言E
(事業の種別 :00自動車運送事業}

事業者名 代表者名
営業所)

所在地 電話番号

従業員数 適用従業員 名 、 適用従業員以外の従業員 名

保険の種類 力日 入 4犬 況

健康保険 -加入済み -従業員加入状況全て加入、一昔日未加入
(政管・組合) 朱加入者の氏名:( 
----_.・ー----ーーー--------・・.・.--ー司司帽開・・ 4・・・・・・ーーーー---ー再開---司司-------幽』帽ーーーー-両国圃圃・ー伺
-未加入 (未加入の理由)

厚生年金 -加入済み -従業員加入状況全て加入、一部宋加入
未加入者の氏名:( 

園--・ー・・a・・・------・・・・・..ーー・ 4・・・・ー・‘"・・・ー-ーー・・・・・・ーー・司 4・・・・---・"------ーー・ d・・・・--・・ーー・.
-未加入 (未加入の理由)

連絡先 担当所属:

担当者 電話番号:

確認日 年 月 日

特昔日事項 事業開始年月日 年 月 日

-凶........・・・・...固胸囲・.・・....................冒・・・・・・・・・・e・・・"......・・.・・............・・・・e・・・・・・・・・・・・・・・ 6・..・・・・・.......

社会保険の未加入状況について(回答)

号
日同

月年
第

成E
T
 国土交通省00運輸局長

<00還輸支局長) あて
00社会保険事務局長

本照会について、下記のとおり回答します。
言己

1 .確認日.平成 年 月 日
2. lil認結果: 健康保険(加入済み・一昔日米加入・全部未加入)、

厚生年金(加入済み・一部未加入・全部未加入)
3. 特記事項:

※2. については該当する項目にol'n



別手il:3

自動車運送事業従事者の労働保険の未加入状況等の照会について

第 号
平成年月日

関係都道府県労働局長殿
国土交通省00遼輸局長
(00運輸支局長}

標記の件について、下記のとおり確認しましたので、照会します。
なお、貴局については、本紙により回答願います。

記
(事業の種別 :00自動車運送事業)

事業者名 代表者名
営業所)

所在地 電話番号

労働者数 常勤労働者 名 、常勤労働者以外の労働者 名

保険の種類 B日 入 状 ;兄

労災保険 加入の有無 有 、 無

雇用保険 -加入草寺み -従業員加入状況:全て加入、一部未加入
朱加入者の氏名:( 

ーーーー---------ーー 喧.-----・・...--ーー-咽"ーーーーー・・.司・司司『・ーーーーーーー-------司司園帽・・・ーーー-ーー.---

-朱加入 I未加入の理由)

連絡先 担当所属:

担当者: 電話番号

確認日 年 月 日

特記事項 事業開始年月日 年 貝 日

.・・・・・・・・・・a・・・・・......."・・・・・・・・・・・・・・・・・・............・・・・・・・・・・・.................圃・・・・'・・..・・..

労働保険の未加J.-状況について(回答)

国土交通省00運輸局長
(00運輸支局長) あて

本照会について、下記のとおり回答します。
記

1 .篠認日:平成 年 月 日
2.確認結果: 労災保険(加入有・加入無)、

第 号
平成年月白

00労働局長

雇用保険(加入済み・一部未加入・全部未加入)
3.特記事項:

※ 2. については該当する項目にO印



}.lJj持i1t4

様式記載上の留意事項

照会の対象となる自動車運送事業者の事業種別について、該当する事業種別を記

入し、照会の対象となる事業所(営業所)ごとの情報を記載する。

1 .様式(別紙 1)について

社会保険の未加入状況等について記載する。

(1)従業員数

0適用従業員:正規の社員等社会保険の適用を受ける者

(2)事業所加入状況

0加入済み事業所として既に適用手続を行っており、全ての加入義務者が加
入している(新規適用届を提出し、全ての加入義務者の(健康保

険・厚生年金保険)被保陵者資格取得届が提出されている)場合

"政管:政府管掌健康保険に加入している場合

-組合:健康保険組合に加入している場合

0未加入・事業所として全く適用手続を行っていない又は適用手続は行って
いるが、全ての加入義務者が加入していない(新規適用局を提出

していない又は提出しているが、全ての加入義務者の(健康保険

副厚生年金保険)被保険者資格取得屈が提出されていなし、)場合

.理由:手続未了の理由を簡記する。

※ 適用対象でない事業所又は新規適用届が提出済みで加入すべき者全てが加

入している事業所は照会対象としない。

0従業員加入状況

上記で未加入とした場合であって、事業所として全く適用手続を行ってい

ない又は適用手続きは行っているが、加入義務者の全てが未加入である場合

は、記載不要。

(3 )確認日

照会に係る監査により未加入状況等を最終的に確認した回

(4)特記事項
当該事業所の事業開始年月日(照会の対象となる事業所が実際に当該照会に

係る自動車運送事業を開始した年月日)

その他特認すべき事項



2. 様式， (51IJ紙 2)について

労働保険の未加入状況等について記載する。

(1)労働者数

①常勤労働者・事業主に雇用される者で次項②を除く。

②常勤労働者以外の労働者・臨時内職的に就労する者(判断基準 1週間の所

定労働時間が20時間未満、又は1年以上引き続

き雇用される見込みがないこと。)

(2 )事業所加入状況

① 労災保険の加入の有無

0有:適用事業所として既に労働保険関係成立届を提出している場合
O無:適用事業所として労働保険関係成立届を提出していない場合
② 雇用保険の加入の有無

0加入済み:適用事業所として既に労働保険関係成立届(雇用保険適用事業
所設置属を舎む)を提出し、全ての加入義務者の雇用保険被保

険者資格取得届を提出している場合

0未加入:適用事業所として労働保険関係成立居(雇用保険適用事業所設

置屈を含む)を提出していない又は提出しているが、全ての加

入義務者の雇用保険被保険者資格取得届を提出していない場合

.理由:手続未了の理由を筒記する。

※1 .労災保険及び雇用保険ともに、労働保険関係成立届(通常lま、 1枚の

労働保険関係成立扇で労災保険及び雇用保険の商保険が成立)が必要で

あり、雇用保険については、雇用保険適用事業所設置届も併せて提出す

る必要がある。

※2.適用対象でない事業所‘(労働者がいない文は家族従業員のみ)、文は、

労働保険及び雇用保険に係る扇がともに提出済みである事業所について

は、照会対象としない。

0従業員加入状況
加入義務者の加入状況を記載する。

但し、②で未加入とした場合であって、適用事業所として労働保険関係

成立届(雇用保険適用事業所設置届を含む)を提出しでいない又は提出し

ているが、加入義務者の全てが未加入である場合lま、記載不要。

(3)確認日

照会に係る監査により未加入状況等を最終的に確認した目

(4 )特記事項

当該事業所の事業開始年月日(照会の対象となる事業所が実際に当該照会に

係る自動車運送事業を開始した年月日)

その他特記すべき事項



別紙5

(社会保険の場合)
関係地方社会保険事務局長

(労働保険の場合)
関係都道府県労働局長

殿

番

平成 年

国土交通省00運輸局長

月

自動車運送事業従事者の社会保険等の未加入状況等に関する処分結果の

通知について

ロ
τヲ

日

平成 年 月 日付け第 号により回答のあった者に対し、別添写しの

とおり処分したので通知する。



別紙6

(00運輸局)

自動車運送事業従事者の社会保険等の未加入状況等の照会等実施状況について

(00自動車運送事業)

平成 年度

社会保険 労働保険

照会件数 回答件数 処分件数 改善件数 照会件数 回答件数 処分件数 改善件数

4月-6月 {ヰ
件 {牛 {ヰ

件
件 件 件

)件 )件 )件 )件 )件 )件

7月-9月 l 件 件 {牛 {牛
{ヰ

件 件 件

)件 )件 H牛 )件 )件 )件

よ半期計 {牛
{ヰ {牛 {牛

{牛
{牛 件 {牛

)件 )件 )件 )件 )件 )件

10月-12月 件
{牛 {牛 {牛

{キ
件 件 件

)件 )件 )件 )件 )件 )件

1月-3月 l'牛
件 件 {牛

{牛
{牛 件 {牛

)件 )件 )件 )件 )件 )件

下半期計 {牛
件 件 件

件
{牛 {キ 件

)件 )件 )件 )件 )件 )件

年度合計 {牛
件 {牛 件

{牛
件 {牛 {牛

)件 )件 )件 )件 )件 )件

( ":'1.本集計表は、自動車運送事業の事業種別ごとに作成すること。

j主2.回答数、改善数及び処分件数は、照会処理状況を事後的に確認できるよう、照会件数に

対応する内数とする。

注3.括弧肉には、集計時期時点での未回答、未処分、未報告、未改善報告の件数を記入する

こと。

注4.件数は、 1事業所についての社会保険又は労働保険に係る照会を 1件とする。ただし、

同一事業所であっても、社会保険と労働保険はそれぞれ1件とする。

注 5.改善数は、処分等を行った件数のうち、フォ口一アップ監査により適正加入が確認でき

た件数とする。



ートラック事業一社会保険等宋加ス事業者処分スキーム

1 .社会保険等関係機関への照会制度

(1 )新規事業者に対する対応スキーム

(トラック法第6条第2号)前号に掲げるもののほか、その事業の遂行主適切な計画を有するものであること。

厨

健康保険法、厚生年金保険法、労働者災害補償保険法及び雇用保障法l三基づく祉会保険等加入義務
者が社会保険等に加入すること。

(トラック法第59条第1項)この法律に規定する許可文は認可には、条件文は期限を付し、及びこれを変更する
ことができる。

処

分

根

運輸開始までに健康保険法、厚生年金保険法、労働者笈害補償保険法及び雇用保険法に基づ〈社会
保険等加入義務者が社会保険等l三加入すること。

拠

況事
を業
を確者

合添受認1:: れ
g 理しdb 京会
ι 届入場認

【 ti 出状合め
1-1一 場 ら

IW¥運輸開始届に社会保険等の加入状況を確-v認できる資料を添付させる。
〔『(健一一一用問〕し)、労働保険l保険関係成立届(写し)Jを添付|
させ、加入状況を確認 j 

-一司

社
会
保
険
等

関
係
機
関
か
ら

回

答

」

一

'ヶ
月
以
内

聞社
照係会
機保
会関墜
r、這毎

巡
回
監
査
等

運
輸
開
始
届

事
業
許
可

現

行

※照会先社会保険等関係機関から弁明遜知前に違法の
有無について、回答を得るものとする。

(1¥)総連)



ートラック事業一社会保険等宋加ス事業者処分スキ-A

(2)既存事業者に対する対応スキーム

(トラック法第25条第2項)一般貨物自動車運送事業者lま、ー般貨物自1動車運送事業rの健全な発達を阻害す
る結果を生じるような競争をしてはならない。

社会保険等

関係機関へ
照会

』巴

巡
回
監
査
等

社会保険等

関係機関へ
照会

・L
巡
回
監
査
等

運
輸
支
局
通
報

4
一回

改
善
報
告
無
し

※照占会莞征途ー保険等関係機関スご弁明通嫡すIZ選法
の有無につしとて回答を得るものと玄為。

改
善
指
導

未
加
入
確
認

i
・
『

適
正
化
実
施
機
関

に
よ
る
巡
回
指
導

現

行



， .社会保険等関係機関への照会制度(新設)
(' )哲理主業置に対1"蚤封Iif?ス守一ム 一一一ー ーー一一ーー
(道路運送法第6条第2号)前号に掲げるもののほか、その事業の遂行上適切な計画を有するものであること。

ーパス・タ

健康保償法、厚生年金保険法、労働者災害補償保険法及ぴ雇用保険法に基づく社会保険等加入義務
者が社会保険等に加入する之と。

(道路運送法第86条第1項)この法律に規定する許可又は認可には、条件文は期限を符し、及びζれを変更
するこ止ができる。

処

分

担

拠

運輸開始までに健康保険法、厚生年金保険法ぉ労働者災害補償保険法及び雇用保険誌に基づ〈社会
保険等加入義務者が社会保険等に加入すること。

※照会先社会保険

等関係機関へ弁

明通知前に違法

の有無について

回答を得るものと
する。

処
分
等

社
会
保
険
等

関
係
機
関
か
ら

回

答

出
」
・
2
ヶ
月
以
内
持

制
一
社
会
保
険
等
問

問
一

関
係
機
関
へ
俳

州
国

照

会

羽

加

が
ち

4
一司

抑

保

靖
雄

未

加

入

確

認

制

ゴ

会問
場

町

-司
6
Z以
内

醐

池

田

監

査

等

糊

運
輸
開
始
届
円
ゆ

圃

F6ゲ
月
以
内
運

運
輸
開
始
届

U

社
会
保
険
等

関
係
機
関
へ

通

報

未
加
入
確
認

巡
回
監
査
等

事
業
許
可

事
業
許
可

現

行

変

更



(2)既存事業者に対する対応スキーム
(道路運送法第30条第2項)一般旅客自動車運送事業者は、一般旅客自動車運送事業の健全な発達を匝害す

る結果を生じるような競争をvcは立らない。

社
会
保
険
等

関
係
機
関
へ

通

報

未
加
入
確
認• 

巡
回
監
査
等

現

行

※照会先社会保険

等関係機関へ弁

明通知前に違法

の有無について

回答を得るものと
する。

分

等

社
会
保
険
等

関
係
機
関

か
ら
回
答

月
以
内

社
会
保
険
等

関
係
機
関
へ

照

会

未
加
入
確
認

巡
回
監
査
等

変

更




